
改 正 後 改 正 前

措置法第３１条 （（長期譲渡所得の課税 措置法第３１条 （（長期譲渡所得の課税

の特例）） ・第３２条 （（短期譲渡所得の の特例）） ・第３２条 （（短期譲渡所得の

課税の特例）） 共通関係 課税の特例）） 共通関係

（純損失の繰越控除の順序） （純損失の繰越控除の順序）

３１・３２共－５ ・・・・・・・・・・。 ３１・３２共－５ ・・・・・・・・・・。

〈計算例〉 〈計算例〉

具体的な計算例を示すと次のようになる。 具体的な計算例を示すと次のようになる。

（注）次の計算例中の○の中の数字は、上記の表の順号を示す。 （注）次の計算例中の○の中の数字は、上記の表の順号を示す。

〔設例１〕 〔設例１〕

〔設例２〕 〔設例２〕

－４－

(1)　その年の前年分の純損失の金額の内訳

イ　総所得金額の計算上生じた損失の部分

ロ　短期譲渡所得の金額の計算上生じた損失の部分

(1)　その年の前年分の純損失の金額の内訳

イ　総所得金額の計算上生じた損失の部分

ロ　短期譲渡所得の金額の計算上生じた損失の部分

(2)　その年分の所得

イ　総所得金額

ロ　短期譲渡所得の金額

ハ　長期譲渡所得の金額

(2)　その年分の所得

イ　短期譲渡所得の金額

ハ　山林所得金額

ロ　長期譲渡所得の金額

ハ　長期譲渡所得の金額の計算上生じた損失の部分
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(1)　その年の前年分の純損失の金額の内訳

イ　総所得金額の計算上生じた損失の部分

ロ　短期譲渡所得の金額の計算上生じた損失の部分

(1)　その年の前年分の純損失の金額の内訳

イ　総所得金額の計算上生じた損失の部分

ロ　短期譲渡所得の金額の計算上生じた損失の部分

(2)　その年分の所得

イ　総所得金額

ロ　短期譲渡所得の金額

ハ　長期譲渡所得の金額

(2)　その年分の所得

イ　短期譲渡所得の金額

ハ　山林所得金額

ロ　長期譲渡所得の金額

ハ　長期譲渡所得の金額の計算上生じた損失の部分

△170

△80 △80

△80

200

30

120

△70

△50

△10

30

60

100

120

△140

△30

△20

△20△120

100

0

0

△20

△30 △10 △20

△40

△30 △40

50 30

0

0

60

1

16 1754

13 27

13

4



改 正 後 改 正 前

（代替資産等の取得の日） （代替資産等の取得の日）

３１・３２共－７ ・・・・・・・・・・。 ３１・３２共－７ ・・・・・・・・・・。

(1)・・・・・・・・・・。 (1)・・・・・・・・・・。

(2)・・・・・・・・・・、第３７条の５（（既成市街地等内にある土地等の (2)・・・・・・・・・・、第３７条の５（（既成市街地等内にある土地等の

中高層耐火建築物等の建設のための買換え及び交換の場合の譲渡所得の 中高層耐火建築物等の建設のための買換え及び交換の場合の譲渡所得の

課税の特例））、第３７条の７（（大規模な住宅地等造成事業の施行区域内に 課税の特例））又は第３７条の７（（大規模な住宅地等造成事業の施行区域内

ある土地等の造成のための交換等の場合の譲渡所得の課税の特例））又は にある土地等の造成のための交換等の場合の譲渡所得の課税の特例））の

第３７条の９の２（（認定事業用地適正化計画の事業用地の区域内にある土 規定の適用を受けた買換資産、交換取得宅地若しくは譲受け宅地 これ

地等の交換等の場合の譲渡所得の課税の特例））の規定の適用を受けた買 らの資産の実際の取得の日

換資産、交換取得宅地若しくは譲受け宅地又は交換取得土地建物等若し

くは譲受け土地建物等 これらの資産の実際の取得の日

措置法第３１条の２ （（優良住宅地の造 措置法第３１条の２ （（優良住宅地の造

成等のために土地等を譲渡した場合 成等のために土地等を譲渡した場合

の長期譲渡所得の課税の特例）） の長期譲渡所得の課税の特例））

（都市基盤整備公団等に対する土地等の譲渡） （住宅・都市整備公団等に対する土地等の譲渡）

３１の２－４ 都市基盤整備公団、土地開発公社又は・・・・・・。 ３１の２－４ 住宅・都市整備公団、土地開発公社又は・・・・・・。

(1)・・・・・・、都市基盤整備公団、土地開発公社又は・・・・・・。 (1)・・・・・・、住宅・都市整備公団、土地開発公社又は・・・・・・。

(2)都市基盤整備公団、地方住宅供給公社又は・・・・・・。 (2)住宅・都市整備公団、地方住宅供給公社又は・・・・・・。

（削 除） （国土利用計画法の許可等を要しない場合の不適用）

３１の２－１９ 国土利用計画法第１４条第２項（（土地に関する権利の移転等の許

可））又は第２３条第２項（（土地に関する権利の移転又は設定後における利用

目的等の届出））若しくは第２７条の４第２項（（注視区域における土地に関す

る権利の移転等の届出））（第２７条の７第１項（（監視区域における土地に関

する権利の移転等の届出））において準用する場合を含む。）の規定により

－５－


